





Stringency of automobile exhaust gas regulations and R&D for  
catalysts technology : Empirical analysis using patent data  




































（Jaffe and Palmer 1997；浜本 1997；Brunnermeier and Cohen 2003；中野 2003；Popp 2003；
Popp 2006；Arimura et al. 2007；Calel and Dechezlepretre, 2016）。また、産業ごとのデータを利
用して、環境規制の厳しさの指標として汚染対策費（Pollution Abatement Costs and Expendi-







































































HC、NOxと PMであるが、エンジン技術において NOxを抑制すると PMが多く排出され、
PMを抑制すると NOxが多く排出されるというトレードオフの関係があるため、エンジン技術









































































































































































































































































































































































































































































































































1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
トヨタ自動車（株） 85 トヨタ自動車（株） 86 トヨタ自動車（株） 417 トヨタ自動車（株） 1280
日産自動車（株） 39 マツダ（株） 45 日産自動車（株） 369 日産自動車（株） 370
マツダ（株） 24 日産自動車（株） 30 三菱自動車工業（株） 189 三菱自動車工業（株） 248
富士重工業（株） 20 本田技研工業（株） 30 本田技研工業（株） 178 （株）デンソー 218
（株）デンソー 13 富士重工業（株） 9 マツダ（株） 128 本田技研工業（株） 195
（株）日立製作所 5 三菱自動車工業（株） 9 （株）デンソー 91 マツダ（株） 187
カルソニックカンセイ（株） 3 （株）ユニシアジェックス 3 （株）日立製作所 86 （株）日立製作所 97
ヤマハ発動機（株） 2 スズキ（株） 3 （株）ユニシアジェックス 39 三菱電機（株） 35
日本特殊陶業（株） 1 （株）日本触媒 3 三菱電機（株） 25 ダイハツ工業（株） 34
ダイハツ工業（株） 1 日本ピラー工業（株） 2 スズキ（株） 20 富士重工業（株） 24
本田技研工業（株） 1 （株）デンソー 2 三菱重工業（株） 19 日本碍子（株） 22
パナソニック（株） 1 パナソニック（株） 2 ダイハツ工業（株） 18 ヤマハ発動機（株） 19

























































































1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
日産自動車（株） 92 マツダ（株） 46 トヨタ自動車（株） 248 トヨタ自動車（株） 952
トヨタ自動車（株） 61 日産自動車（株） 22 日産自動車（株） 80 日産自動車（株） 237
マツダ（株） 28 本田技研工業（株） 15 三菱自動車工業（株） 70 日野自動車（株） 221
パナソニック（株） 14 トヨタ自動車（株） 11 マツダ（株） 48 いすゞ自動車（株） 177
（株）日立製作所 10 パナソニック（株） 9 日野自動車（株） 43 （株）デンソー 146
カルソニックカンセイ（株） 8 スズキ（株） 9 スズキ（株） 39 マツダ（株） 144
ヤマハ発動機（株） 8 富士重工業（株） 4 （株）日立製作所 33 三菱自動車工業（株） 116
富士重工業（株） 8 （株）デンソー 3 本田技研工業（株） 26 本田技研工業（株） 100
三菱重工業（株） 6 三菱自動車工業（株） 3 （株）デンソー 24 日産ディーゼル工業（株） 77
（株）デンソー 6 日野自動車（株） 3 三菱電機（株） 20 （株）豊田自動織機 55
本田技研工業（株） 6 ダイハツ工業（株） 3 三菱重工業（株） 19 （株）日立製作所 40
スズキ（株）、





































サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値
三元触媒特許件数 43759 0.12 2.57 0 191
酸化触媒特許件数 43759 0.09 1.87 0 157
























ln（売上高） 1.341*** 1.348*** 1.339*** 1.336*** 1.349*** 1.346***(0.018) (0.018) (0.018) (0.018) (0.018) (0.018)
定数項 -26.391*** -26.559*** -26.503*** -26.289*** -26.735*** -26.653***(0.390) (0.395) (0.390) (0.391) (0.395) (0.396)
サンプル数 43759 43759 43759 43759 43759 43759
LogLikelihood -4474.312 -4469.891 -4337.186 -4469.541 -4328.196 -4325.109
Chi-squared 7142.13 7150.972 7416.382 7151.67 7434.362 7440.535
注 1　括弧内は標準偏差を示す。
注 2　***： 1 ％有意、**： 5 ％有意
表4.3　酸化触媒の特許出願件数に関する推計結果














ln（売上高） 0.956*** 0.957*** 0.967*** 0.946*** 0.964*** 0.959***(0.017) (0.017) (0.017) (0.017) (0.017) (0.017)
定数項 -18.391*** -18.386*** -18.709*** -18.139*** -18.883*** -18.687***(0.369) (0.369) (0.369) (0.368) (0.370) (0.372)
サンプル数 43759 43759 43759 43759 43759 43759
LogLikelihood -5381.236 -5380.035 -5306.441 -5350.98 -5282.23 -5273.559
Chi-squared 3520.984 3523.386 3670.575 3581.495 3718.997 3736.338
注 1　括弧内は標準偏差を示す。
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